




















Graduate School of Economics and 
Osaka School of International Public Policy (OSIPP) 





角野 浩  山田 雅俊 
 
 
























Graduate School of Economics and 
Osaka School of International Public Policy (OSIPP) 





角野 浩  山田 雅俊 
 
 




































JEL Classification; D62; H23 
 
Keywords: 最適課税、外部不経済、Double-dividend仮説 








































                                                  
1 実証的な見地から行われた議論には、Bovenberg and Goulder (1996)、Parry, Williams and Goulder 
(1999)、Parry and Bento (2000)などがある． 
 2
二重配当仮説に関するもう１つの議論は Oates (1995)で、彼は double-dividend問題を、
ダーティ財課税の効果を、同税が労働インセンティブに及ぼす負の影響である
tax-interaction effect と同税収を他税の減税にまわすことによる正の効果である























 本稿の目的はBovenberg and Mooij等による double-dividend仮説を検討することであ






GNDNChNL ++=       (1) 
 次に代表的個人の効用Uは、政府消費＝公共財Gおよび環境の質的な水準Eにも依存し、
次のように定まるとする、 
( )EGVDCuU ,,,,= 、      (2) 
ただし LV −=1 で、各消費者は初め１単位の時間を持ち、Vはその余暇としての利用を意味




税率をそれぞれ Ct 、 Dt および Lt とする。また、クリーン財がニューメレールでその生産者
価格を１とすると、(1)の生産技術の仮定によりダーティ財の生産者価格は１、賃金は h と
なる。すると、クリーン財、ダーティ財および労働の消費者価格をそれぞれ Cp 、 Dp およ
び Lp で表すと、それらはそれぞれ ( )CC tp += 1 、 ( )DD tp += 1 および ( )htp LL −= 1 とな
る。この時、家計の予算制約は次のように表される、 






( ) ( )LpDpCpEGVDCuL LDCH −+−= λ,,,,    (4) 
ただしλは制約条件(3)に対する Lagrange 乗数である。この方法に従うと効用最大化の１
階条件は次のように表される、 
CC pu λ=        (5) 
DD pu λ=        (6) 
LV pu λ=        (7) 
0=−+ LpDpCp LDC       (8) 
ただし VDCiiuui ,, , =∂∂= ,である2。λは(5)-(7)に見られるように正である。また(6)式
は、各消費者が自分が財 D の消費を決定する際、それが外部不経済を生じることを考慮に
入れないという naïveな想定がされていることを示している。 
 次に、(5)~(8)を C、D および L（および λ ）について解くと、それらは一般に価格
( )LDC pppP ,,= の関数として表される。このことを考慮して、解を効用関数に代入すれば、
各消費者の間接効用関数が次のように得られる、 
( )))((,),(),(),( PNDEGPVPDPCuv =     (9) 
 






さて、序で示唆したように Bovenberg and Mooij、Fullerton等は、ダーティ財に対する



























































GLNhtDNtCNt LDC =++      (10) 
のもとで消費者効用の総和を最大化するよう各税率 Ct 、 Dt および Lt を定めることである。
ただし、通常の最適課税の議論のように以下 G は所与とする。したがって問題は、間接効
用関数を用い次の Lagrange関数の最大化として表される、 
( ) ( ) ( ) ( )[ ]GLphNDpNCpNPNvL LDCG −−+−+−−= 11β  (11) 
ただし β は制約条件(10)に対する Lagrange乗数で、包絡面定理から推測されるように、効
用増に寄与しないと想定した場合に政府支出Gの増加が社会的厚生に与える効果を示し、
通常負と想定される。また、この Lagrange乗数は無論上記の最大化の結果定まるが、外部
不経済を考慮した second-bestな場合のそれを以下 Sβ で表す。  
さて、(11)から最適化の（１階の）条件はそれぞれ次のようになる、 
( ) ( ) ( ) 0] [ =∂∂−∂∂+∂∂+− SCSSLSCSSDSCSSCSSSC pVhtpDtpCtCv β  (12) 
( ) ( ) ( ) 0] [ =∂∂−∂∂++∂∂− SDSSLSDSSDSSDSSCSSD pVhtpDtDpCtv β  (13) 
( ) ( ) ( ) 0][ =∂∂−−∂∂+∂∂− SLSSLSSLSSDSLSSCSSL pVhtLpDtpCtv β  (14) 
 6
0=−⋅+⋅+⋅ GLNhtDNtCNt SSLSSDSSC     (15) 
ただし各変数右肩の S はそれが second-best な状況で評価されていることを示し、また
,,,  , LDCipvv Si
S






























 ∂∂′+∂∂+∂∂+∂∂= SLSESLSSLSSLSSDSSLSSCSSL pDNeupVppDppCpv λλλ   (18) 
ただし、Lagrange乗数 Sλ は上記と同様それが second-bestな状況で評価されていることを
示し、 SSS VDC , , は各々second-best な場合のクリーン財、ダーティ財および余暇の需要






i thpDCi tp −==+= である。次に、予算制約式(3)を各消費者価
格で微分すれば次が得られる、 
0=∂∂−∂∂+∂∂+  SCSSLSCSSDSCSSCS pVppDppCpC       (19) 
0=∂∂−∂∂++∂∂  SDSSLSDSSDSSDSSC pVppDpDpCp       (20) 




 ∂∂′+⋅−= SCSESSSC pDNeuCv λ          (22) 


 ∂∂′+⋅−= SDSESSSD pDNeuDv λ          (23) 







 ∂∂′+⋅− SCSESS pDNeuCλ   




 ∂∂′+⋅− SDSESS pDNeuDλ   
( ) ( ) ( ) 0][ =∂∂−∂∂++∂∂− SDSSLSDSSDSSDSSCS pVhtpDtDpCtβ      (26) 


 ∂∂′+−⋅ SLSESS pDNeuV )1(λ   
( ) ( ) ( ) 0])1([ =∂∂−−−∂∂+∂∂− SLSSLSSLSSDSLSSCS pVhtVpDtpCtβ      (27) 
さてここで、Sandmo (1975)にしたがって家計および政府・公共部門の所得の限界効用の











































































   (28) 




















































































J      (29) 
で、需要関数のヤコービ行列である。 
最後に、 SJ が通常のように non-singularであると仮定すると、Sandmoが示しているよ
うに(28)を各税率について次のように解くことができる、 
( ) ( ) SCSS SSSSSSSSC RJ JLJDJCt ⋅−≡


 ++−−= µµ 11 312111   (30) 
( ) ( ) τµµτµµ SSDSSS SSSSSSSSD RJ JLJDJCt +⋅−≡+


 ++−−= 11 322212  (31) 
( ) ( ) SLSS SSSSSSSSL RJ JLJDJCht ⋅−≡


 ++−−= µµ 11 332313   (32) 
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ただし、 SJ は SJ の行列式を表し、 SikJ は
SJ の i 行ｋ列の余因子行列である。また、





































C Cv ⋅−= λ        (22’) 
TTT
D Dv ⋅−= λ        (23’) 
)1( TTTC Vv −⋅= λ       (24’) 
上述のように最適課税の１階の条件は前項と同じ(12)－(15)であるから、この(22’)－(24’)
を (12)－(14)に代入すれば、それらはそれぞれ次のように変形される、 
TT C⋅− λ ( ) ( ) ( ) 0][ =∂∂−∂∂+∂∂+− TCTTLTCTTDTCTTCTT pVhtpDtpCtCβ      (25’) 
TT D⋅− λ ( ) ( ) ( ) 0][ =∂∂−∂∂++∂∂− TCTTLTCTTDTTCTTCT pVhtpDtDpCtβ      (26’) 
)1( TT V−⋅λ ( ) ( ) ( ) 0])1([ =∂∂−−−∂∂+∂∂− TLTTLTTLTTDTLTTCT pVhtVpDtpCtβ (27’) 
ここで、前項と同様 )0(>−≡ TTT βλµ とすると、(25’)－(27’)は次のように行列表示で
 9
きる、 










































     (28’) 




















































































J      (29’) 
最後に、 TJ が上の場合と同様 non-singularであると仮定すると、(28’)を各税率について
次のように解くことができる、 
( ) ( ) TCTT TTTTTTTTC RJ JLJDJCt ⋅−≡


 ++−−= µµ 11 312111   (30’) 
( ) ( ) TDTT TTTTTTTTD RJ JLJDJCt ⋅−≡


 ++−−= µµ 11 322212   (31’) 
( ) ( ) TLTT TTTTTTTTL RJ JLJDJCht ⋅−≡


 ++−−= µµ 11 332313   (32’) 
ただし、 TJ は TJ の行列式を表し、 TikJ は TJ の i 行ｋ列の余因子行列で、また
,,,  , LDCiRTi = は Fullertonに従って third-bestな場合の各税率のラムゼイ項と考えるこ
とができる。 
3.3. Second-bestおよび third-best最適税率の比較と double-dividend仮説 
1)3.1 節で述べたように、二重配当効果が存在するか否かは、Bovenberg abd Mooij、
Fullerton等のように Dt とτ の比較によって行われるのでなく、前小節で明らかにしたダー
ティ財以外の財の second-bestの最適税率と third-bestのそれとの比較によってなされるべ
きと考えられる。3.1節でもふれたが、二重配当効果の存否を Dt とτ の比較によって行なう

















そこで以下本小節では Sµ と Tµ の比較に関心を集中しよう。 
さて、定義から







効用水準は所得と対応していると考えてよいから、以上を総合すると Sλ が Tλ より低い、つ
まり両者が次の関係にあることが分かる、 
TS λλ <        (33) 














所得の限界効用λの場合と全く同様に逓減的であることが分かる。したがって、 Sβ と Tβ
の間には次の関係がある、 
|||| TTSS ββββ =−<−=      (35) 
第３に、以上を考慮し、また jλ および jβ がそれぞれ second-bestおよび third-bestの場
合における消費者の所得の限界効用および政府支出増の限界不効用であることを顧慮する
と、それらを１人の消費者の所得の限界効用曲線上に描いた場合図１のように表されること
がわかる。図１に示されているように、 jλ および jβ はそれぞれ uSおよび uTの水準に対応
するものであるが、このことおよび消費者の所得の限界効用が逓減的であることを併せ考慮
すると、 Sβ と Tβ の差は Sλ と Tλ の差より大きいことがわかる。すなわち、





λµ  > TT
T
µβ
λ =−      (36) 
したがってまた次が成立する、 
0 < TS µµ −<− 11       (37) 
ただし(37)式の最初の不等号は、税率が通常の領域にあるという先の仮定(34)に依っている。 
さて、先に検討したように二重配当効果の存否が second-best の最適税率と third-best
のそれとの比較によってなされると考え、それと以上の議論を総合するとその存否を直接的
に確認することができる。すなわち、二重配当効果の存否を考えるために具体的には(30)















































比較する方法を採っていないという点である。第３に、本稿は Bovenberg and Mooij、
Fullerton等に従って４財の経済を想定しているが、Bovenberg and Mooij、Fullerton等の
それと異なり、以上の議論は財の数に依存せず一般的に適用可能であることが容易に理解さ





























































,  j=S,T    (29”) 
これを考慮すると、(30)－(32)の外部不経済を考慮した second-best の場合の最適税率は、
各財需要の価格弾力性 )//()/( iii pipi ∂∂=ε （一般に<0）、i=C,D,L, を用い、Sandmo (1975)
が示したように逆弾力性の形で次のように表せる、 






t ~11 µεµ −≡


−−=      (41) 








pt ~11     (42) 





pht ~11 µεµ −≡


















t ~11 µεµ −≡


−−=      (41’) 





pt ~11 µεµ −≡


−−=      (42’) 





pht ~11 µεµ −≡





















54321 )()(, ααααα −=== NDNDeEEGVDCu    (44) 
ただし、 0>iα 、i=1,…,5, で、 4321 αααα +++ <1 とする。このように仮定すると、こ









pbD 2=        (46) 
3bV =  したがって 211 bbVL +=−=     (47) 
ただし、 ( ) ,3,2,1 ,321 =++= ib ii αααα である。したがってまた各財の需要の自己価格
弾力性が次のように求められる、 
1−=Cε         (48) 
1−=Dε         (49) 














second-best および third-best の状況における各最適税率を定める(41)－(42)および(41’)－
(42’)に代入すると、各最適税率がそれぞれ次のように得られる、 
( ) SCSSC pt µ−= 1        (51) 
( ) τµµ ⋅+−= SSDSSD pt 1       (52) 
( ) TCTTC pt µ−= 1        (51’) 
( ) TDTTD pt µ−= 1        (52’) 


















i tp += 1 , i=C,D, j=S,T, であることを考慮し、
より陽表的に次のように表すことができる、 
( ) SSSCt µµ /1−=       (53) 
( ) τµµ +−= SSSDt /1       (54) 
( ) TTTDTC tt µµ /1−==       (55) 
無論(55)は逆弾力性公式に従うものであることが確認されよう。 







C /≡=+  






S bbgbb +−−+−+=    (56) 
ここで SSE eNu λτ /'−= は前に定義したようにピグー税率を表し、具体的に計算すると
)//( 115 bD






C /≡=+  
これに、(45),(46)および税率(55)を代入し、 Tµ について整理すると次が得られる、 
 )/()( 2121 bbgbb
T +−+=µ      (57) 
 jµ およびτ は上記から明らかなように正だから、(56)と(57)を比較すると、前節で見たよ
うに 
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A Reconsideration of “Double Dividends” Hypothesis in Taxation on Externalities 
 
SUMINO, Koh, 
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YAMADA, Masatoshi, 
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Bovenberg and Mooij (1994) and others pointed out that the optimal taxation on 
goods with external diseconomy both collects revenue and also corrects the external 
diseconomy by the goods, and thus it is said that the tax has “double dividends”.  The 
purpose of the present paper is to examine whether the double-dividend arguments by 
Bovenberg and Mooij and others are appropriate when they are viewed from the 
traditional arguments of optimal and corrective (Pigovian) taxation.  Based on their 
framework, we show that it should be evaluated differently from Bovenberg and Mooij 
whether double-dividend hypothesis holds or not, and that the hypothesis usually holds 
if it is appropriately defined. 
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